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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第22期については、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)を付与しておりま

すが、１株当たり当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、記

載しておりません。 

３ 当社は、平成16年10月28日開催の臨時株主総会において、決算期を従来の10月31日から12月31日に変更しま

した結果、その経過措置として、第22期は、平成16年11月１日から平成16年12月31日までの２ヶ月間となっ

ており、中間決算は行っておりません。 

４ 子会社の吸収合併及び清算に伴い、第23期中より中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成していないた

め、第23期中以降は記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第21期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  ４月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (千円) 1,547,414 ― ― 346,668 ―

 経常利益又は 
 経常損失(△)

(千円) 4,829 ― ― △120,244 ―

 中間純利益又は 
 当期純損失(△)

(千円) 594 ― ― △936,343 ―

 純資産額 (千円) 1,041,068 ― ― △286,359 ―

 総資産額 (千円) 3,242,516 ― ― 1,440,019 ―

 １株当たり純資産額 (円) 95,349.90 ― ― △26,062.52 ―

 １株当たり中間純 
 利益又は当期純 
 損失(△)

(円) 66.93 ― ― △85,230.63 ―

 潜在株式調整後 
 １株当たり 
 中間(当期)純利益

(円) 65.38 ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 32.1 ― ― △19.9 ―

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 323,978 ― ― △159,895 ―

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △11,945 ― ― 13,256 ―

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 388,435 ― ― △23,605 ―

 現金及び現金同等物 
 の中間期末(期末) 
 残高

(千円) 1,103,278 ― ― 173,113 ―

 従業員数 
 〔外、平均臨時 
 雇用者数〕

(名)
187

〔25〕
―

〔―〕
―

〔―〕
157

〔29〕
―

〔―〕



 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第22期までは連結財務諸表を作成しているため、また第23期

中以降については、損益等からみて重要性に乏しい関連会社のみのため、記載しておりません。 

３ 第21期中及び第22期については、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)を付

与しておりますが、１株当たり中間(当期)純損失が計上されているため、潜在株式調整後1株当たり中間(当

期)純利益については、記載しておりません。 

４ 当社は、平成16年10月28日開催の臨時株主総会において、決算期を従来の10月31日から12月31日に変更しま

した結果、その経過措置として、第22期は、平成16年11月１日から平成16年12月31日までの２ヶ月間となっ

ており、中間決算は行っておりません。 

５ 第24期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

なお、第21期中から第23期までの純資産額について、同会計基準及び適用指針を適用し算出した場合による

影響はありません。 

回次 第21期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成15年 
  11月１日 
至 平成16年 
  ４月30日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  ６月30日

自 平成18年
  １月１日 
至 平成18年 
  ６月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成16年 
  12月31日

自 平成17年
  １月１日 
至 平成17年 
  12月31日

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (千円) 1,502,357 2,818,141 2,770,414 339,479 5,371,038

 経常利益又は 
 経常損失(△)

(千円) 11,104 196,197 64,471 △115,978 182,023

 中間(当期)純利益 
 又は中間(当期) 
 純損失(△)

(千円) △7,080 181,922 52,576 △932,069 208,445

 持分法を適用した 
 場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

 資本金 (千円) 672,975 1,202,701 1,205,491 674,775 1,205,041

 発行済株式総数 (株) 10,919.2 28,473.1 28,584.7 10,991.2 28,566.7

 純資産額 (千円) 1,024,376 1,040,235 1,126,517 △269,684 1,073,160

 総資産額 (千円) 3,223,777 2,633,215 2,489,411 1,449,816 2,333,542

 １株当たり純資産額 (円) 93,821.08 36,541.15 39,421.52 △24,544.85 37,577.49

 １株当たり中間 
 (当期)純利益又は 
 中間(当期) 
 純損失(△)

(円) △797.69 6,406.64 1,840.07 △84,841.57 7,327.24

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) ― 6,374.76 1,839.94 ― 7,301.83

 １株当たり中間 
 (年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 31.8 39.5 45.3 △18.6 46.0

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― 120,098 599,584 ― △149,249

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― 333,398 △50,015 ― 507,650

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― △435,741 △71,171 ― △593,596

 現金及び現金同等物 
 の中間期末(期末) 
 残高

(千円) ― 635,976 861,423 ― 383,026

 従業員数 
 〔外、平均臨時 
 雇用者数〕

(名)
159

〔23〕
386

〔21〕
391

〔18〕
152

〔29〕
375

〔22〕



６ 第24期中から「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」の算定については、改正後の「1株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成18年１月31日 企業会

計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に、重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。

２ 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業分野の名称 従業員数(名)

システムインテグレーション部門 205(－)

ソリューションサービス部門 116( 5)

エンジニアリングサービス部門 54(13)

管理部門 16(－)

合計 391(18)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）のわが国経済は、大企業、製造業を中心

とした企業収益の改善が見られ、設備投資や個人消費が増加するなど、景気は拡大基調で推移しました。

 情報サービス業界におきましては、業績の回復や法改正対応等に伴うＩＴ投資の拡大が予想されます

が、受注案件の増加と採用難に伴うＳＥ要員の逼迫や外注単価の上昇、顧客企業のコストダウン要請とあ

いまって、収益面では厳しい状況が継続しております。 

 このような状況の下、当社は中期経営計画において、エンドユーザ指向、収益構造の改革、営業・技術

力の強化を経営方針として事業を推進しております。 

 当中間会計期間においては、人材の確保が計画どおり進捗せず、開発パートナーに発注するシステム委

託外注単価が上昇いたしました結果、人員確保を前提とした売上計画が未達成となり、外注単価の上昇が

利益を圧迫いたしました。また、東京地区において営業活動に注力した複数のソリューション製品の販売

計画が未達成に終わりました。 

 その結果、当中間会計期間の業績につきましては、売上高については2,770,414千円（前年同期比1.7%

減）、営業利益64,595千円（前年同期比66.8%減）、中間純利益は52,576千円（前年同期比71.1%減）とな

りました。 

  

事業部門別の概況は次のとおりであります。 

・システムインテグレーション部門 

自社開発した .ＮＥＴ関連フレームワーク「セールスドットネット」やＪ2ＥＥフレームワーク

「Component+Force」などの実用化を促進するとともにＷｅｂサービスインテグレータとしての基

盤を強化するための技術者教育を積極的に行い、既存顧客との継続取引の維持・拡大、新規顧客の

開拓に努めましたが、当中間会計期間の売上高は1,211,884千円（前年同期比6.4%減）となりまし

た。 

  

・ソリューションサービス部門 

製造業向けソリューション関連業務では、既存顧客からの受注が堅調であったことと、サプライ

チェーンのフロントエンドである営業支援システムならびに保守サービスシステム等の自社ソリュ

ーションの導入と開発案件が拡大いたしました。また、ＧＩＳ関連業務は、オープンソースソフト

ウェアのコンサルティング業務に着手し、従来の販売業務との連携が徐々に現れてまいりました。

 官公庁・自治体向けＧＩＳにおいては、防災事業における道路情報管理や避難誘導、災害情報関

連ＧＩＳの構築が売上に貢献いたしました。これらの結果、当中間会計期間の売上高は1,078,952

千円（前年同期比3.3%増）となりました。 

  

・エンジニアリングサービス部門 

官公庁・自治体向け防災、環境対策関連の河川等調査・解析業務及び水質改善、道路環境保全等

調査・検討業務は堅調に推移したものの、流通業向け大店立地法届出支援業務は一部で出店計画の

見直し等の遅れが生じた結果、当中間会計期間の売上高は479,577千円（前年同期比0.3%増）とな

りました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ

478,396千円増加し、861,423千円となりました。 

 これらの要因は、投資活動において情報化投資等、財務活動においては短期借入金の返済を行いまし

たが、営業活動において、それらを上回る売上債権の減少及び新規プロジェクトにかかる前受金の収入

があったためであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、599,584千円となり、前年同期に比べ479,485千円収入が増加いたし

ました。これは主に、売上債権の減少及び新規プロジェクトにかかる前受金の収入があったためであり

ます。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、50,015千円となりました。これは主に、情報化投資及び事業所移転

に伴う差入保証金の支出を行ったためであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、71,171千円となりました。これは主に、短期借入金の返済を行った

ためであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間の生産実績は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間の受注状況は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(千円) 前年同期比（％）

システムインテグレーション部門 1,038,631 97.7

ソリューションサービス部門 574,886 88.2

エンジニアリングサービス部門 303,353 112.6

合計 1,916,871  96.6

区分
受注高(千円) 受注残高(千円)

前年同期比（％） 前年同期比（％）

システムインテグレーション部門 1,302,484 83.0 518,000 94.0

ソリューションサービス部門 1,307,700 164.5 781,988 115.3

エンジニアリングサービス部門 423,940 128.3 329,656 86.4

合計 3,034,125 112.6 1,629,645 101.2

区分 金額(千円) 前年同期比（％）

システムインテグレーション部門 1,211,884 93.6

ソリューションサービス部門 1,078,952 103.3

エンジニアリングサービス部門 479,577 100.3

合計 2,770,414 98.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。   

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年8月25日開催の取締役会において、平成18年11月22日開催予定の臨時株主総会にお

いて会社分割決議を付議し、株主総会の承認を得ることを条件として、平成19年1月1日（予定）を期し

て、当社のシステムインテグレーション事業部門を会社分割し、新設会社に承継することを決議しまし

た。 

会社分割の概要については、「第５ 経理の状況 中間財務諸表等 （1）中間財務諸表」の重要な

後発事象を参照してください。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 111,000

計 111,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 28,584.7 28,584.7
ジャスダック
証券取引所

―

計 28,584.7 28,584.7 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年１月１日 
～ 

平成18年６月30日 
(注)

18.00 28,584.7 450 1,205,491 450 1,023,029

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷3-25-18 12,291.00 43.00

トランスコスモス インベスト
メンツ アンド ビジネス デ
ィベロップメント インク 
（常任代理人 岡三証券株式会
社）

12505 BELLEVUE-REDMOND ROAD,#209
BELLEVUE,WASHINGTON 98005,U.S.A 
（東京都中央区日本橋1-20-5）

4,900.00 17.14

応用技術社員持株会 大阪市北区本庄東1-1-10 706.00 2.47

大 橋 俊太郎 京都市西京区大原野上里紅葉町 564.00 1.97

奥 田 昌 孝 東京都渋谷区南平台町 560.00 1.96

平 田   裕 大阪市阿倍野区美章園 516.50 1.81

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区堂島浜1-2-6 400.00 1.40

矢 野 公 一 大阪市都島区友淵町 353.00 1.23

角 谷   功 高知県須崎市南古市町 281.00 0.98

高 田 充 明 茨木市畑田町 230.00 0.80

計 ― 20,801.50 72.77



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「株式数」欄に47株、「議

決権の数」欄に47個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年６月30日現在 

 
(注) 平成18年７月１日より東京都渋谷区渋谷3-25-18に移転しております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表のものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己株式保有) 
普通株式 8

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 28,554 28,554 ―

端株  
普通株式 22.7 ― ―

発行済株式総数  
28,584.7 ― ―

総株主の議決権 ― 28,554 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己所有株式) 
応用技術株式会社

大阪市北区本庄東1-1-10 8 ― 8 0.0

計 ― 8 ― 8 0.0

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 208,000 192,000 188,000 192,000 183,000 133,000

最低(円) 163,000 133,000 160,000 168,000 129,000 106,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年１月１日から平成17年６月

30日まで)及び当中間会計期間(平成18年１月１日から平成18年６月30日まで)の中間財務諸表について、

みすず監査法人により中間監査を受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称変更し、み

すず監査法人となりました。 



【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 635,976 861,423 383,026

 ２ 受取手形
※１ 
 

215,891 145,717 185,861

 ３ 売掛金 846,075 809,453 1,111,597

 ４ たな卸資産 483,520 315,491 361,604

 ５ その他 45,957 135,418 86,799

   貸倒引当金 △7,943 △22,972 △19,555

   流動資産合計 2,219,478 84.3 2,244,532 90.2 2,109,333 90.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※２

  (1) 建物 114,230 35,666 34,611

  (2) 土地 60,202 ― ―

  (3) その他 25,520 26,758 24,322

   有形固定資産合計 199,953 62,424 58,934

 ２ 無形固定資産 64,500 64,694 59,097

 ３ 投資その他の資産

   その他 159,772 128,250 116,666

   貸倒引当金 △10,490 △10,490 △10,490

   投資その他の資産 
   合計

149,282 117,760 106,176

   固定資産合計 413,736 15.7 244,879 9.8 224,208 9.6

   資産合計 2,633,215 100.0 2,489,411 100.0 2,333,542 100.0



 

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 422,300 407,757 440,218

 ２ 短期借入金 464,000 400,000 472,000

 ３ 一年以内償還予定 
   社債

60,000 ― ―

 ４ 未払従業員賞与 152,061 154,539 ―

 ５ 賞与引当金 25,053 28,949 28,895

 ６ 関係会社整理損失 
   引当金

36,159 ― ―

 ７ 前受金 ― 178,108 37,227

 ８ その他 ※３ 303,820 173,953 262,455

   流動負債合計 1,463,395 55.6 1,343,309 54.0 1,240,797 53.2

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 110,000 ― ―

 ２ その他 19,585 19,585 19,585

   固定負債合計 129,585 4.9 19,585 0.7 19,585 0.8

   負債合計 1,592,980 60.5 1,362,894 54.7 1,260,382 54.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,202,701 45.7 ― ― 1,205,041 51.6

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,020,239 ― 1,022,579

   資本剰余金合計 1,020,239 38.7 ― ― 1,022,579 43.8

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 16,020 ― 16,020

 ２ 任意積立金

   別途積立金 20,000 ― 20,000

 ３ 中間(当期) 
   未処理損失

1,215,235 ― 1,188,712

   利益剰余金合計 △1,179,215 △44.9 ― ― △1,152,692 △49.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

△2,257 △0.0 ― ― ― ―

Ⅴ 自己株式 △1,233 △0.0 ― ― △1,767 △0.1

   資本合計 1,040,235 39.5 ― ― 1,073,160 46.0

   負債・資本合計 2,633,215 100.0 ― ― 2,333,542 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年６月30日)

当中間会計期間末

(平成18年６月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,205,491 48.4 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,023,029 ―

   資本剰余金合計 ― ― 1,023,029 41.1 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 16,020 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 20,000 ―

    繰越利益剰余金 ― △1,136,136 ―

   利益剰余金合計 ― ― △1,100,116 △44.1 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △1,839 △0.1 ― ―

   株主資本合計 ― ― 1,126,565 45.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △47 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― △47 △0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 1,126,517 45.3 ― ―

   負債・純資産合計 ― ― 2,489,411 100.0 ― ―



②【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,818,141 100.0 2,770,414 100.0 5,371,038 100.0

Ⅱ 売上原価 2,166,186 76.9 2,267,398 81.8 4,301,345 80.1

   売上総利益 651,954 23.1 503,016 18.2 1,069,693 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 457,531 16.2 438,420 15.8 887,783 16.5

   営業利益 194,423 6.9 64,595 2.3 181,909 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※１ 12,452 0.4 2,963 0.1 16,153 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 10,678 0.4 3,088 0.1 16,039 0.3

   経常利益 196,197 6.9 64,471 2.3 182,023 3.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 24,685 0.8 97 0.0 74,934 1.4

Ⅶ 特別損失 ※４ 21,241 0.7 6,869 0.2 24,604 0.5

   税引前中間(当期)純利益 199,641 7.0 57,699 2.1 232,353 4.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,821 5,123 10,011

   法人税等調整額 13,897 17,718 0.6 ― 5,123 0.2 13,897 23,908 0.4

   中間(当期)純利益 181,922 6.4 52,576 1.9 208,445 3.9

   前期繰越損失 1,626,913 ― 1,626,913

   合併による未処分利益 
   受入高

229,755 ― 229,755

   中間(当期)未処理損失 1,215,235 ― 1,188,712



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

                                     

 
  

  

株主資本 評価・ 

換算差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

 合計

その他有価

証券評価差

額金資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高 
            （千円）

1,205,041 1,022,579 16,020 20,000 △1,188,712 △1,767 1,073,160 － 1,073,160

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 450 450 － － － － 900 － 900

 中間純利益 － － － － 52,576 － 52,576 － 52,576

 自己株式の取得 － － － － － △71 △71 － △71

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － － － △ 47 △ 47

中間会計期間中の変動額合計 
           （千円）

450 450 － － 52,576 △71 53,404 △ 47 53,356

平成18年６月30日残高 
          （千円）

1,205,491 1,023,029 16,020 20,000 △1,136,136 △1,839 1,126,565 △ 47 1,126,517



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 199,641 57,699 232,353

 ２ 減価償却費 24,516 23,509 53,032

 ３ 貸倒引当金の増加額 － 3,417 11,612

 ４ 賞与引当金の増減額 
   （△減少額）

△4,350 54 △508

 ５ 関係会社整理損失引当金 
   戻入益

― ― △38,629

 ６ 事業所移転損失 7,215 ― 7,215

 ７ 受取利息及び配当金 △818 △0 △872

 ８ 支払利息 6,522 3,022 10,011

 ９ 固定資産除却損 5,288 6,389 6,034

 10 固定資産売却損益 △6,969 △97 △18,372

 11 投資有価証券売却損益 △1,739 ― 661

 12 保険解約益 △8,081 ― △8,081

 13 売上債権の増減額 
   （△増加額）

△10,106 342,288 △245,597

 14 たな卸資産の増減額 
     （△増加額）

△85,064 46,112 36,851

 15 仕入債務の増減額 
   （△減少額）

17,065 △32,461 34,982

 16 未払消費税等の増減額 
   （△減少額）

1,793 △52,652 35,862

 17 前受金の増減額 
   （△減少額）

－ 140,881 －

 18 その他 78,719 70,621 △153,565

    小計 223,633 608,783 △37,008

 19 事業所移転に伴う支出額 △6,008 － △6,008

 20 関係会社整理に伴う 
      支出額

△13,840 － △11,370

 21 厚生年金基金脱退に伴う 
      支出額

△48,844 － △48,844

 22 利息及び配当金の受取額 826 0 880

 23 利息の支払額 △7,516 △3,039 △11,255

 24 法人税等の純支払額 △28,151 △6,159 △35,642

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

120,098 599,584 △149,249



前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金払戻による収入 64,621 ― 64,621

 ２ 有形固定資産の取得 
   による支出

△15,906 △15,338 △22,319

 ３ 有形固定資産の売却 
   による収入

47,143 243 194,389

 ４ 無形固定資産の取得 
   による支出

△4,774 △22,944 △14,420

 ５ 投資有価証券の取得 
   による支出

△524 △497 △524

 ６ 投資有価証券の売却 
   による収入

12,952 ― 48,271

 ７ 関係会社株式の取得 
   による支出

△17,574 ― △17,574

 ８ 貸付金の回収による収入 223,815 ― 223,883

 ９ 保険解約による収入 14,114 ― 14,114

 10 差入保証金の預け入れに 
   よる支出

― △10,807 ―

 11 差入保証金の返還による 
   収入

― 858 ―

 12 その他 9,532 △1,529 17,209

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

333,398 △50,015 507,650

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   （△純減少額）

184,000 △72,000 192,000

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

△454,593 － △454,593

 ３ 社債の償還による支出 △170,000 － △340,000

 ４ 株式の発行による収入 5,220 900 9,900

 ５ 自己株式の取得 
   による支出

△368 △71 △902

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△435,741 △71,171 △593,596

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増加額

17,755 478,396 △235,195

Ⅴ 合併による現金及び 
  現金同等物の増加額

464,102 ― 464,102

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

154,119 383,026 154,119

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

635,976 861,423 383,026



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  関連会社株式

   移動平均法に基づく

原価法

(1) 有価証券

同左

(1) 有価証券

同左

  その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

に基づき算定)

  その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法に基づき算定)

  その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法に基づ

き算定)

  時価のないもの

   移動平均法に基づく

原価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  商品、製品及び仕掛品

   個別法に基づく原価

法

  原材料及び貯蔵品

   総平均法に基づく原

価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物 10～50年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウ

ェア

  見込有効期間(3年)に

おける見込販売数量に基

づく償却額と販売可能な

残存有効期間(3年以内)

に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい金

額を計上しております。

(2) 無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウ

ェア

同左

(2) 無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウ

ェア

同左

 自社利用のソフトウェア

  社内における利用可

能期間(5年)に基づく定

額法

 自社利用のソフトウェア

同左

 自社利用のソフトウェア

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

の当期負担額を計上して

おります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 関係会社整理損失引当

金

  関係会社の整理に伴う

損失に備えるため、当該

関係会社の資産内容等を

勘案し、当社の損失負担

見込額を計上しておりま

す。

――――――――
  

――――――――

(4) 退職給付引当金 ――――――――

  

(4) 退職給付引当金

(追加情報)

平成16年12月17日開催の

取締役会において退職金制

度の廃止を決議し、平成17

年1月1日付で適格年金制度

を、平成17年3月23日付で

厚生年金基金制度を、それ

ぞれ廃止しております。

なお、廃止日における適

格年金資産のうち、責任準

備金に相当する額は社員に

分配し、返還を受けた剰余

金については、前払年金費

用を戻し入れ、差額841千

円を特別損失に計上してお

ります。

―――――――― (追加情報)

平成16年12月17日開催の

取締役会において退職金制

度の廃止を決議し、平成17

年１月１日付で適格年金制

度を、平成17年３月23日付

で厚生年金基金制度を、そ

れぞれ廃止しております。

なお、廃止日における適

格年金資産のうち、責任準

備金に相当する額は社員に

分配し、返還を受けた剰余

金については、前払年金費

用を戻し入れ、差額841千

円を特別損失に計上してお

ります。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

４ 外貨建ての資産及

び負債の本邦通貨

への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左  外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

７ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する短期投資か

らなっております。

同左 同左



会計処理の変更 

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

―――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,126,517千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しております。

――――――――――



  

表示方法の変更 
    

   
追加情報 

 
  

前中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

―――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――――――

（中間貸借対照表)
 前中間会計期間において、流動負
債の「その他」に含めていた「前受
金」は、金額的重要性が増したた
め、当中間会計期間より区分掲記す
ることとしました。なお、前中間会
計期間の流動負債の「その他」に含
まれる「前受金」は、132,633千円で
す。

――――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（中間キャッシュ・フロー計算書）
 営業活動によるキャッシュ・フロ
ーの「前受金の増減額」は前中間会
計期間は「その他」に含めて表示し
ておりましたが、金額的重要性が増
したため、区分掲記しております。 
 なお、前中間会計期間の「その
他」に含まれる「前受金の増減額」
は、89,101千円であります。

―――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 

（損益計算書）
１ 前事業年度において、営業外収
益の「その他」に含めていた
「受取家賃」は、営業外収益の
総額の100分の10を超えたた
め、当事業年度より区分掲記す
ることとしました。なお、前事
業年度の営業外収益の「その
他」に含まれる「受取家賃」
は、324千円であります。  

２ 前事業年度において、営業外費
用の「その他」に含めていた
「支払保証料」は、営業外費用
の総額の100分の10を超えたた
め、当事業年度より区分掲記す
ることとしました。なお、前事
業年度の営業外費用の「その
他」に含まれる「支払保証料」
は、733千円であります。
――――――――――

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 当社は、３期連続の大幅な営業損

失の計上及び、269,684千円の債務

超過により継続企業の前提について

注記いたしました。 

 平成17年1月1日付の株式会社マッ

クインターフェイスとの合併により

自己資本が1,120,783千円増加した

結果、債務超過は解消し、また、当

中間会計期間において合併による業

績への寄与、不採算プロジェクトの

減少、販売管理費を中心としたコス

ト削減の効果等により、194,423千

円の営業利益を計上したことによ

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義は解消いたしました。

――――――――――  当社は、前事業年度までは３期連

続で大幅な営業損失を計上した結

果、269,684千円の債務超過となり

継続企業の前提について注記いたし

ました。 

 平成17年1月1日付で、株式会社マ

ックインターフェイスと合併し自己

資本を1,120,783千円増強したこと

に加え、当事業年度において合併に

よる業績への寄与、不採算プロジェ

クトの減少、販売費及び一般管理費

を中心としたコスト削減の効果等に

より、181,909千円の営業利益を計

上したことにより、継続企業の前提

に関する重要な疑義は解消いたしま

した。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末 
(平成17年12月31日)

―――――――――― ―――――――――― ※１ 事業年度末満期手形の会計処

理

期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

受取手形 8,221千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

234,465千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

92,098千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額

106,105千円

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※３ 消費税等の取扱い

同左

――――――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 508千円

受取配当金 309千円

受取家賃 894千円

出向者報酬 
受入金

8,983千円

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取家賃 2,165千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 509千円

受取配当金 362千円

受取家賃 1,864千円

出向者報酬 
受入金

11,400千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 6,522千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 3,022千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 8,566千円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

保険解約益 8,081千円

固定資産売却益

建物 14,039千円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益

器具備品 97千円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

2,780千円

関係会社整理
損失引当金戻
入益

38,629千円

保険解約益 8,081千円

固定資産売却益

建物及び土地 25,228千円

その他 214千円

合計 25,442千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

事業所移転 
損失

7,215千円

固定資産売却損

建物 7,070千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損

建物 1,801千円

器具備品 2,169千円

ソフトウェア 2,418千円

合計 6,389千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

投資有価証券売

却損
3,441千円

固定資産売却損 7,070千円

固定資産除却損 6,034千円

事業所移転損失 7,215千円

適格年金清算損 841千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 11,575千円

無形固定資産 12,941千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 8,925千円

無形固定資産 14,584千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 24,091千円

無形固定資産 28,941千円

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) １ 発行済株式数の増加数18株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２ 自己株式の増加数0.4株は、端株の買取請求による取得であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度末株式数(株)
当中間会計期間
 増加株式数（株）

当中間会計期間
 減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

 発行済株式

 普通株式（注1） 28,566.7 18 － 28,584.7

合計 28,566.7 18 － 28,584.7

 自己株式

 普通株式（注2） 8.1 0.4 － 8.5

合計 8.1 0.4 － 8.5

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成17年６月30日現在)

現金及び預金勘定 635,976千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

－千円

現金及び現金同等
物の中間期末残高

635,976千円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び預金勘定 861,423千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

－千円

現金及び現金同等
物の中間期末残高

861,423千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

(平成17年12月31日現在)

現金及び預金勘定 383,026千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

－千円

現金及び現金同等
物の期末残高

383,026千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 前事業年度まで「支払利子込み

法」により算定しておりましたが

当中間会計期間において有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

高まったことにより、重要性が増

したため、当中間会計期間から、

支払利子相当額を控除した方法に

より算定することに変更しており

ます。

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ――――――――――

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 前事業年度まで「支払利子込み

法」により算定しておりましたが

当事業年度において有形固定資産

の期末残高等に占める割合が高ま

ったことにより、重要性が増した

ため、当事業年度から、支払利子

相当額を控除した方法により算定

することに変更しております。

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 115,970 65,472 50,497

ソフト 
ウェア

10,685 10,685 －

合計 126,656 76,158 50,497

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 92,451 48,962 43,489

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 119,312 71,596 47,715

ソフト
ウェア

10,685 10,685 －

合計 129,998 82,282 47,715

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 19,952千円

１年超 31,450千円

合計 51,403千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 18,841千円

１年超 26,370千円

合計 45,212千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 20,150千円

１年超 29,328千円

合計 49,478千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 12,570千円

減価償却費 
相当額

11,874千円

支払利息 
相当額

600千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 10,945千円

減価償却費
相当額

10,208千円

支払利息 
相当額

597千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 23,480千円

減価償却費
相当額

22,234千円

支払利息
相当額

1,167千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年６月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

  

 
  

当中間会計期間末(平成18年６月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

  

 
  

取得原価
(千円)

中間貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

株式 28,675 26,418 △2,257

合計 28,675 26,418 △2,257

中間貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

 非上場株式 19,894

関連会社株式

 非上場株式 17,574

取得原価
(千円)

中間貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

株式 497 449 △47

合計 497 449 △47

中間貸借対照表計上額 
(千円)

その他有価証券

 非上場株式 10,850

関連会社株式

 非上場株式 17,574



前事業年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  （ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

   該当事項はありません。 

  

 （持分法投資損益） 

  前中間会計期間(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

   損益等からみて重要性に乏しい関連会社のみのため、記載しておりません。 

  

  当中間会計期間(自平成18年１月１日 至平成18年６月30日) 

   損益等からみて重要性に乏しい関連会社のみのため、記載しておりません。 

  

  前事業年度(自平成17年１月１日 至平成17年12月31日) 

   損益等からみて重要性に乏しい関連会社のみのため、記載しておりません。 

  

  

貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 10,850

関連会社株式

非上場株式 17,574



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり純資産額 36,541円15銭 39,421円52銭 37,577円49銭

１株当たり中間(当期)純利益 6,406円64銭 1,840円07銭 7,327円24銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益

6,374円76銭 1,839円94銭 7,301円83銭

(追加情報）
 当中間会計期間から、改
正後の「１株当たり当期純
利益に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年１月31日
企業会計基準第２号）及び
「１株当たり当期純利益に
関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年１月31日
企業会計基準適用指針第４
号）を適用しております。
 これによる影響はありま
せん。 

項目
前中間会計期間末
(平成17年６月30日)

当中間会計期間末
(平成18年６月30日)

前事業年度末 
(平成17年12月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額

― 1,126,517千円 ―

普通株主に係る純資産額 ― 1,126,517千円 ―

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額と1株当たり純資産額の
算定に用いられた普通株式に係
る中間会計期間末の純資産額と
の差額の主な内訳

― ― ―

普通株式の発行済株式数 ― 28,584.7株 ―

普通株式の自己株式数 ― 8.5株 ―

1株当たり純資産の算定に用い
られた普通株式の数

― 28,576.2株 ―



２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

中間(当期)純利益 181,922千円 52,576千円 208,445千円

普通株式に係る中間(当期) 
純利益

181,922千円 52,576千円 208,445千円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 28,396株 28,573株 28,448株

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数 17,481.9 18株 17,575.5株

（うち新株予約権) （104.4) (18株) (198株)

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

 旧商法第280条ノ19の規

定に基づく新株引受権(ス

トックオプション)の目的

となる株式の数111.6株。

 これらの詳細は、「第

４提出会社の状況、１株

式等の状況、(2)新株予約

権等の状況」に記載のと

おりであります。

―――――――――― ――――――――――



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日
至 平成18年６月30日)

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

―――――――――  平成18年8月25日開催の取締役会

において、当社は、平成18年11月22

日開催予定の臨時株主総会において

下記の会社分割決議を付議し、株主

総会の承認を得ることを条件とし

て、平成19年1月1日（予定）を期し

て、下記のとおり当社のシステムイ

ンテグレーション事業部門を会社分

割し、新設会社に承継することを決

議しました。 

 

（１）会社分割の目的

 主力であるシステムインテグレー

ションサービス部門が、最近、景況

の好転による大企業の新規採用の増

加と若者の情報サービス産業離れに

より、当該事業を推進するうえで不

可欠な技術者の確保が困難になって

おります。 

 当社では、このような状況が当分

の間継続するものと考えており、そ

の対応策としてアジア圏における技

術者の確保及び活用を検討してまい

りました結果、当該部門を「国内顧

客のニーズとアジア開発力を繋ぐ」

ブリッジ・システム・エンジニアリ

ングを中核技術とする事業部門と位

置付け、分社化することに致しまし

た。

（２）会社分割の形態

 新設分割の方法によって新設会

社を設立いたします。

（３）新設会社の事業内容
1.情報システムの開発・運用・販
売並びにコンサルテーション
2.各種情報機器（ハードウェア）
とソフトウェアの一体化した複
合システム設計及び構築業務
3.コンピュータに関するハードウ
ェア、ソフトウェアの開発・運 
用・販売
4.コンピュータ技術教育に関する
業務
5.コンピュータによる事務計算並
びに技術計算の受託
6.上記に附帯する一切の事業

（４）分割予定事業の直前期の売上
高   
       2,637,895千円

（５）新設会社の名称
    株式会社トランスコスモス・
      テクノロジーズ

―――――――――



  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
  至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日)

（６）承継する資産・負債の項目
   及び金額
（平成17年12月31日現在）

流動資産 917,778千円

有形固定資産 30,169千円

無形固定資産 20,877千円

投資その他の資産 44,361千円

資産合計 1,013,187千円

流動負債 322,214千円

負債合計 322,214千円



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

 
  

  

(1) 臨時報告書

証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号（代表取締役の異動）の
規定に基づく臨時報告書であります。

平成18年１月４日 
近畿財務局長に提出

(2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第23期)

自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日

平成18年３月30日 
近畿財務局長に提出

(3) 臨時報告書

証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第７号（会社の分割）の規定に
基づく臨時報告書であります。

平成18年８月25日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月１４日

応 用 技 術 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている応用技術株式会社の

平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２３期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年６月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、応用技

術株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日から平成１７年

６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 水 野 雅 生 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２２日

応 用 技 術 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている応用技術株式会社の

平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第２４期事業年度の中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、応用技

術株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年

６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 後発事象に会社分割に関する事項が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 田 増 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 
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